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＜県における新型インフルエンザ対策の現状＞

青森県健康福祉部保健衛生課　課長　大西　基喜　氏

1. 新型インフルエンザ発生段階

	発生段階
	国の対応フェーズ

	未発生期
	1（ヒトへの感染リスク低）

2Ａ・Ｂ（ヒトへの感染リスク高）

3Ａ・Ｂ（ヒトからヒトへの感染無し）

	海外発生期
	4Ａ（ヒトからヒトへの感染増加傾向）

	国内発生期
	4Ｂ（ヒトからヒトへの感染増加傾向）

	県内発生期（小流行期）
	5Ｂ（ヒトからヒトへの感染増加）

	県内発生期（大規模流行期）
	6Ｂ（ヒトからヒトへの容易な感染）

	県内流行終息期
	後パンデミック期


2. 新型インフルエンザ対策に向けて





3. 症例定義

Ｈ5Ｎ1（鳥→ヒト，ヒト→ヒト）を仮定して･･･


1 要観察例

2 疑似例（Ｈ5亜型）

3 確定例（Ｈ5Ｎ1亜型）

4. 当県の診断上の問題点

	診断機関
	各医療機関
	環境保健センター（県）
	感染症研究所（国）

	診断レベル
	Ａ型
	Ａ型Ｈ5
	Ａ型Ｈ5Ｎ1

	その意味づけ

（診断名）
	通常のＡ型と鑑別不可

↓

要観察例
	「新型」

↓

疑似例
	「新型」

↓

確定例

	診断に要する時間
	即
	翌日まで
	数日

	検査可能件数
	20～200？／年
	40件／日
	？


1 県で疑似症が発生して、公表されればセンターに検査依頼が殺到することが予想される。

国レベルあるいは海外で確定例が出ても、インフルエンザが流行している時期であれば、同様に検査が殺到し、検査体制が破綻する可能性がある。

2 かなり初期から、ごく少数の患者を除いて、診断がつかないままの対応を余儀なくされる可能性が高い。

3 「新型」で咽頭からの診断率が低い場合は、さらに診断に困難が生じる。

↓

以上のことから･･･

少なくとも通常タイプのインフルエンザ流行時には、基本的に「インフルエンザ」としての医療を行っていく他は無いだろう。確定診断のないままの診療の可能性が高い。


5. 現在のマニュアル概観図

①　初期対応


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　患者移送




　　　　　　　　　　　　　　　　　　受診　　　　　　　　　　　　　　　　届出


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報　　　　　　　　　　　　　　　検体搬送



検体搬送




　　　　　　　予防投与


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検体搬送



②　パンデミック時対応


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入院依頼・紹介





　　　　　　　　　　　　　　　受診・加療




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報







6. パンデミックに向けた課題

1 医療体制の問題

役割分担も含めた治療のガイドライン・大規模施設の利用等

2 治療薬（特にタミフル）の問題

必要量（？）の確保・需要に見合う配分・予防投薬等

3 ワクチン・プレパンデミックワクチン（プロトタイプ）に関わる問題

優先性（医療従事者・社会機能維持者･･･）の問題等

4 医療（従事者）の継続的確保（不足時の対策）

5 家庭・学校・職場等における対策

6 蔓延防止体制の構築（その困難性）

7 社会活動の維持（特にライフライン・食料・衛生の確保）

8 情報提供のあり方・パニック対策

9 埋火葬の問題

＜考察＞

　新型インフルエンザ（現在は、Ｈ5Ｎ1型と仮定）発生時に備え、県では7つの分野（場面）に細かく分けた対応マニュアルを作成・発表した。今後はさらに2つの対応マニュアルも追加される予定だそうだ。

　実際に新型インフルエンザの流行が確認されても、現時点で予想されている「Ｈ5Ｎ1型」が流行するとは限らない。しかも検査・診断体制が確定していない（どうなるか予想困難な）為、通常のＡ型・Ｂ型インフルエンザの流行なのか？新型インフルエンザの流行なのか？判別されないまま、対応することになるという。また実際に流行に気付いた時には、大規模な発生になっている可能性が高いと予想されている。

　流行時にはひとつの医療機関で個々に対応するのではなく、それぞれ役割分担（発熱者だけを診療する発熱外来や重症患者を診療する病院･･･）をし、当病院の機能では何が出来るのか？どの役割で対応していくのか？を事前に検討しておくことが必要であると思った。

＜新型インフルエンザの基礎とその対策の課題＞

東北大学大学院医学系研究科微生物学分野　押谷　仁　氏

1. インフルエンザの分類

· Ａ型

· 自然宿主（鳥類）

· 多くの亜型

· ヒトでの流行（現在、流行しているのはＨ3Ｎ2：香港かぜとＨ1Ｎ1：スペインかぜのみ）

· パンデミックを起こす

· Ｂ型

· 宿主はヒトのみ

· 毎年、ヒトでの流行

· Ｃ型

· 小規模な流行

2. インフルエンザパンデミックとは？

　　　　　　　↓

新型インフルエンザによる世界規模の流行

· それまでヒトの間で流行していなかったインフルエンザウィルス（新型インフルエンザ）による流行

· 鳥型のインフルエンザがヒトからヒトへ感染性を獲得することによって起こる。

· ほとんどのヒトは新型インフルエンザに対する免疫を持っていない。

· 非常に多くのヒトが感染し、多くのヒトが死亡することが予想されている。

3. 今、パンデミックが起こったとしたら･･･

· 人口の20～30％が感染

· 短期間に世界中にウィルスが広がる

· 多くの死亡者（免疫を持っていない為）→20～30歳代での死亡率が高い。

· 社会機能の麻痺

· 医療機関

· 患者が医療機関に殺到

· 感染を恐れて、医療機関を受診しない

· 病棟がインフルエンザ患者であふれる

· 医療従事者が次々に感染する

· 通常の診療が困難になる

· ライフラインの維持

· 電気，ガス，水道等の維持も困難になる

· 公共交通機関の麻痺

· 物流への大きな影響

· コミュニティー

· ひとり暮らしの高齢者等への対応

· 社会不安の増大

· 家庭

· 軽症者は家庭でケアするしかない

　　　　　　　↓

　　マスクの確保・個室の確保・消毒・使用した食器等

· 感染を避ける為には外出を控える

· 学校が長期にわたり閉鎖されたら、教育はどうするのか？

※20世紀に起こった新型インフルエンザによるパンデミック

　　　　　1918年：スペインかぜ→4000～5000万人が死亡→Ａ（Ｈ1Ｎ1）

　　　　　1957年：アジアかぜ→200万人が死亡→Ａ（Ｈ2Ｎ2）

　　　　　1968年：香港かぜ→100万人が死亡→Ａ（Ｈ3Ｎ2）

4. パンデミックによる日本での患者発生予測

	患者数
	約3200万人

	医療機関受診者
	1300～2500万人

	入院患者
	中程度：53万人

重度：200万人

	1日あたりの最大入院患者数
	中程度：10万1千人

	死者
	中程度：17万人

重度：64万人


5. パンデミックワクチンの利用

　　　　　　　↓

パンデミックが始まってから、ヒトでの流行株と抗原性の一致する株から作成する。

· 利点：抗原性が合致している。

· 欠点：開発・製造に時間がかかる。

※プレパンデミックワクチン※

　　　　　　　↓

　パンデミックが始まる前に危険性の高い亜型に対するワクチンを作成する。

· 利点：パンデミックが始まってすぐに接種が開始出来る。

· 欠点：抗原性が合致しない可能性がある。

※問題点※

· どんなウィルスがパンデミックを起こすのか予想不可能

· パンデミックが始まるまでにワクチンの大量生産が出来ない。

· 生産終了までに1年程度要する。

· 初期の段階では、優先順位を決めて接種する必要がある。

· 有効性や安全性に対するデータは小規模な臨床試験のデータしかない。

6. 抗ウィルス薬

　　↓

· Ｏｓｅｌｔａｍｉｖｉｒ（タミフル）

· Ｚａｎａｍｉｖｉｒ（リレンザ）

　※問題点※

· どうやって備蓄された薬を配布するのか？

· 耐性出現の可能性

· タミフルに対する過度な期待

· 有効性に関するエビデンスはない→有効性がないかもしれない

· 副作用の問題

7. パンデミックウィルスを早期封じ込めする為の条件

· ウィルスの感染性が中程度であること

· 感染者の新たな流入が無いこと

· 人口密度が低く、ヒトの動きが少ないこと　　　　　「日本では不可能に近い！！」

· 90％以上のヒトが予防投薬を受けること

· ヒトの移動を制限すること

被害を最小限に抑えるには･･･？

1 流行のピークを遅らせる。

　　　　　　↓

ワクチン生産等の為の“時間稼ぎ”が可能となる。


2 流行の規模を小さくする。

　　　　　　↓

全体の患者数を抑えると共にピーク時の

医療・社会機能等の破綻を防ぐ。


3 なだらかなピークとなるようにする。

　　　　　　↓

全体の患者数が同じでもピークが小さくなる為、

医療・社会機能等の破綻を防ぐ。


8. 新型インフルエンザ対策

· 前提

· 広い範囲でほぼ同時に流行が起こる。→他地域からの応援は期待出来ない。

· 地域毎の対応が求められる。

· 実際の対応の中心は･･･市町村・中核となる病院・診療所・保健所等である。

· 結論

· 現在の医学（医療）では一旦パンデミックが始まってしまえば、ウィルスを封じ込めることもその影響を完全にコントロールすることも不可能

· いくつかの対策を組み合わせ、被害を最小限に抑えることが必要

· 社会機能が麻痺するような事態への対応を考える

＜考察＞

　新型インフルエンザ発生時へ向けて、日頃から保健所・医師会・国立感染症研究所等の関係機関のホームページ等から感染症の流行情報をいち早く得る為に、情報収集能力をＵＰさせていくことが重要であると感じた。院外だけでなく、院内における患者様の健康状態の変化や、さらには職員の健康状態の把握も必要となってくる。また、新型インフルエンザが流行してしまった場合、各関係機関との連携の取りかたが今後の大きな課題の一つになってくると感じた。

　現時点では、新型インフルエンザの原因ウィルスの型はもちろん、症状や主な感染経路・流行期間等予測出来ていないことは多いが、最悪の事態を想定して今やるべき、情報収集から準備を始めていく必要があると思った。

情報収集


サーベイランス


関係機関の情報共有


住民への情報提供





医療の確保











蔓延防止策





人員・設備


診断体制


検査体制


治療・予防薬


移送等





現在の状況は


“フェーズ3”





情報管理





C.E.O.





I.O.O.





A.O.M.





個人的防護の徹底


物理的遮断


（強制入院・学校閉鎖・集会や催しの自粛）


予防薬（ワクチン等）


健康診断





“38℃以上の発熱等インフルエンザ様症状または原因不明の肺炎や呼吸困難もしくは原因不明の死亡”


↓（＋下記のアまたはイ）


10日以内にＨ5Ｎ1罹患鳥との接触歴※を有する者


10日以内にＨ5Ｎ1罹患罹患者（疑い）との接触歴





※2ｍ以内の濃厚接触





発症者





接触者





他の県民





医療機関





指定・協力医療機関





保健所





青森県環境保健センター





国立感染症研究所





県備蓄


タミフル





接触する


医療従事者





住民対応


マニュアル





保健所等における積極的疫学調査


マニュアル





有症者対応


マニュアル





患者等移送


マニュアル





相談対応


マニュアル





検体採取・搬送マニュアル





タミフル備蓄・使用計画





有症者対応マニュアル





全医療機関対応





臨時


診療所





住民対応


マニュアル





県


保健所





接触者





他の県民





発症者





相談対応


マニュアル





・サーベイランス


マニュアル（未）


・情報提供


マニュアル（未）





青森県環境保健センター





市場へ





県備蓄


タミフル





タミフル備蓄・使用計画





国立感染症研究所











